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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第27期

第３四半期累計期間
第26期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 1,764,082 2,013,502

経常利益 （千円） 657,476 813,092

四半期（当期）純利益 （千円） 486,781 535,285

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 345,312 20,000

発行済株式総数 （株） 5,965,000 112,500

純資産額 （千円） 4,709,478 2,741,024

総資産額 （千円） 5,008,735 3,187,797

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 92.73 103.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 91.96 －

１株当たり配当額 （円） － 517

自己資本比率 （％） 94.0 86.0

 

回次
第27期

第３四半期会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 25.66

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

４．当社は平成28年２月８日付で普通株式１株につき50株、平成28年７月８日付で普通株式１株につき50株の株

式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が実施されたと仮定して１株当たり四半期（当

期）純利益金額を算出しております。なお、第26期の１株当たり配当額については、平成28年７月８日付け

で行った株式分割前の実際の１株当たり配当額を記載しております。

５．当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるた

め、持分法を適用した場合の投資利益の記載を省略しております。

６．当社は、第26期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第26期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

７．当社は、平成28年12月15日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額は、新規上場日から平成29年３月期第３四半期会計期間末までの平均株価を期中平均株価とみ

なして算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、有価証券届出書に記載した事業等のリス

クについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当社

は、前第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は

行っておりません。

 

(１）業績の状況

　当第３四半期累計期間における我が国経済は、企業業績については緩やかな回復基調にあるものの、英国のＥＵ

離脱の決定、中国や新興国経済の減速等の不安要素が金融市場の不安定な動きを誘い、先行き不透明な状況が続い

ております。一方で、企業の求人意欲は衰えず、厚生労働省が発表する有効求人倍率は、平成28年12月時点で1.41

倍という高水準を依然として維持しております。（「一般職業紹介状況（平成28年11月分）について」厚生労働省

調べ）

　このような経済環境の中、当社の人材紹介事業については、弁護士、公認会計士や税理士等の専門性の高い人材

の紹介実績が堅調に推移したことに加え、その他の有資格者や管理部門職種経験者の紹介実績が大きく増加し、こ

の結果、当第３四半期累計期間における売上高は1,764,082千円、営業利益は689,091千円、経常利益は657,476千

円、四半期純利益は486,781千円となりました。

 

(２）財政状態の分析

資産、負債及び純資産の分析

　当第３四半期会計期間末における資産につきましては、主に東京証券取引所マザーズ市場への新規上場に伴う新

株発行及び自己株式の処分により現金及び預金が2,018,273千円増加した一方で、有価証券が152,660千円減少し、

結果として前事業年度末に比べ1,820,938千円の増加となりました。

　負債につきましては、主に未払法人税等が71,103千円減少したことに加え、未払金の減少等により流動負債のそ

の他が49,653千円減少した結果、前事業年度末に比べ147,515千円の減少となりました。

　純資産につきましては、主に東京証券取引所マザーズ市場への新規上場に伴う新株発行及び自己株式の処分によ

り資本金が325,312千円、資本剰余金が991,250千円増加し、自己株式が204,750千円減少したことに加え、四半期

純利益486,781千円の計上等により、前事業年度末に比べ1,968,454千円の増加となりました。

 

(３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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(５）生産、受注及び販売の実績

　当社は人材紹介事業の単一セグメントであるため、当第３四半期累計期間における詳細な売上高の構成割合は以

下のとおりであります。

  （単位：千円）
 

売上構成 紹介実績

当第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日

　至　平成28年12月31日）

人材紹介売上高

一般企業向け（注）２．紹介実績 1,254,822

専門組織向け（注）３．紹介実績 500,348

小計 1,755,170

うち、有資格者（注）４．紹介実績 520,198

その他売上高等（注）５. 8,911

合計 1,764,082

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．一般企業向けとは、一般企業の管理部門（経理、財務、人事、総務、法務、経営企画等）に対する

紹介を対象としております。

３．専門組織向けとは、会計事務所、税理士法人、監査法人、法律事務所、その他コンサルティングファー

ム等、一般企業以外の組織に対する紹介を対象としております。

４．有資格者とは、弁護士（司法試験合格者及び司法修習生含む）、公認会計士（会計士補及び公認会計士

試験合格者を含む）、税理士（未登録含む）を対象としております。

５．その他売上高等には返金引当金繰入額を含んでおります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,965,000 6,203,500
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。なお、

単元株式数は100株で

あります。

計 5,965,000 6,203,500 － －

（注）１．平成28年12月15日をもって、当社株式は東京証券取引所マザーズ市場に上場しております。

２．平成29年１月13日を払込期日とする、オーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連した第三者割

当増資により、発行済株式数が238,500株増加しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年12月14日

（注）１
340,000 5,965,000 325,312 345,312 325,312 325,312

（注）１．有償一般募集（ビックビルディング方式による募集）

　発行価格　　　　 　2,080円

　発行価額　　　　1,913.60円

　資本組入額　　　　956.80円

　払込金総額　　 650,624千円

２．平成28年1月13日を払込期日とする、オーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連した第三者割当

増資により、発行済株式数が238,500株、資本金及び資本準備金がそれぞれ228,196千円増加しております。
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　455,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,170,000 51,700

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であり

ます。なお、単元株式数は100

株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 5,625,000 － －

総株主の議決権 － 51,700 －

(注）１．平成28年12月15日付で、当社株式は東京証券取引所マザーズ市場に上場しております。

２．上場に伴い、平成28年12月14日を払込期日とする公募増資により、発行済株式数が340,000株増加するととも

に、自己株式を処分したことにより自己株式が455,000株減少しておりますが、上記株式数はその発行及び処

分前の数値を記載しております。

３．平成29年１月13日を払込期日とする、オーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連した第三者割当

増資により、発行済株式数が238,500株増加しております。これにより、提出日現在の発行済株式総数は

6,203,500株となっておりますが、上記株式数は発行前の数値を記載しております。

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第３四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　　0.4％

売上高基準　　　　　0.0％

利益基準　　　　　△0.3％

利益剰余金基準　　△0.1％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 994,981 3,013,255

売掛金 86,815 94,840

有価証券 152,660 －

その他 85,768 60,635

貸倒引当金 △677 △740

流動資産合計 1,319,548 3,167,990

固定資産   

有形固定資産 117,866 104,890

無形固定資産 27,382 75,124

投資その他の資産   

投資有価証券 1,532,563 1,470,956

その他 206,833 206,170

貸倒引当金 △16,396 △16,396

投資その他の資産合計 1,723,001 1,660,730

固定資産合計 1,868,249 1,840,745

資産合計 3,187,797 5,008,735

負債の部   

流動負債   

未払法人税等 157,458 86,355

返金引当金 14,125 12,093

賞与引当金 60,875 36,645

その他 202,681 153,027

流動負債合計 435,141 288,122

固定負債   

その他 11,631 11,135

固定負債合計 11,631 11,135

負債合計 446,773 299,257

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,000 345,312

資本剰余金 － 991,250

利益剰余金 2,867,808 3,301,132

自己株式 △204,750 －

株主資本合計 2,683,058 4,637,694

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 57,965 71,783

評価・換算差額等合計 57,965 71,783

純資産合計 2,741,024 4,709,478

負債純資産合計 3,187,797 5,008,735
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 1,764,082

売上原価 3,901

売上総利益 1,760,181

販売費及び一般管理費 1,071,089

営業利益 689,091

営業外収益  

受取利息及び配当金 12,474

有価証券売却益 306

その他 1,738

営業外収益合計 14,519

営業外費用  

株式公開費用 16,739

有価証券償還損 20,496

投資事業組合運用損 3,482

支払手数料 4,116

その他 1,300

営業外費用合計 46,135

経常利益 657,476

特別利益  

保険解約返戻金 46,150

特別利益合計 46,150

特別損失  

固定資産除却損 242

特別損失合計 242

税引前四半期純利益 703,383

法人税、住民税及び事業税 204,755

法人税等調整額 11,846

法人税等合計 216,601

四半期純利益 486,781
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【注記事項】

（会計方針の変更）

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年6月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間

（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 22,656千円

 

（株主資本等関係）

当第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総

額（千円）

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 53,457 517 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成28年12月15日における東京証券取引所マザーズ市場への株式上場に伴い、平成28年12月14日を払

込期日とする一般募集（ブックビルディング方式による募集）による新株発行及び自己株式の処分を行ったこと

により、資本金が325,312千円、資本剰余金が991,250千円増加し、自己株式が204,750千円減少しております。

この結果、当第３四半期会計期間末において資本金は345,312千円、資本剰余金は991,250千円となっておりま

す。

 

（持分法損益等）

　当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載

を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、人材紹介事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 92円73銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 486,781

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 486,781

普通株式の期中平均株式数（株） 5,249,500

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 91円96銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益調整額（千円） －

　普通株式増加数（株） 43,877

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

－

　（注）１．当社は、平成28年７月８日付で株式１株につき50株の株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該

株式分割が実施されたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額を算定しております。

２．当社は、平成28年12月15日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額は、新規上場日から平成29年３月期第３四半期会計期間末までの平均株価を期中平均株価とみ

なして算定しております。
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（重要な後発事象）

第三者割当増資による新株発行

　当社は、平成28年11月11日及び平成28年11月28日開催の取締役会において、オーバーアロットメントによる売

出しに関連して、野村證券株式会社が当社株主である有本隆浩より借り入れた当社普通株式の返還に必要な株式

を取得するため、同社を割当先とする第三者割当増資による新株発行を決議しておりましたが、平成29年１月13

日に払込が完了いたしました。概要は以下のとおりであります。

（１）募集株式の種類及び数

　当社普通株式　238,500株

（２）割当価格

　１株につき1,913.60円

（３）割当価格の総額

　456,393千円

（４）増加する資本金

　228,196千円（１株につき956.80円）

（５）増加する資本準備金

　228,196千円（１株につき956.80円）

（６）割当先及び割当株式数

　野村證券株式会社　238,500株

（７）申込株数単位

　100株

（８）払込期日

　平成29年１月13日

（９）資金の使途

　今回の第三者割当有償増資による手取額456,393千円につきましては、設備資金として①コミュニケーション

プラットフォームの開発投資、及び運転資金として②広告宣伝費、③人材採用費等に充当する予定であります。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月７日

株式会社ＭＳ－Ｊａｐａｎ

取締役会　御中

 
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川口　宗夫　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新居　伸浩　　印

 

 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＭＳ－
Ｊａｐａｎの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第27期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年10月１日か
ら平成28年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸
表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＭＳ－Ｊａｐａｎの平成28年12月31日現在の財政状態並びに同日を
もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認
められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告
書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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